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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第88期
第３四半期
連結累計期間

第89期
第３四半期
連結累計期間

第88期

会計期間
自 2022年４月１日
至 2022年12月31日

自 2023年４月１日
至 2023年12月31日

自 2022年４月１日
至 2023年３月31日

売上高 (百万円) 197,531 210,221 277,015

経常利益 (百万円) 9,460 14,990 18,924

親会社株主に帰属する
四半期(当期)純利益

(百万円) 9,184 12,634 15,906

四半期包括利益又は包括利益 (百万円) 9,132 16,703 16,760

純資産 (百万円) 149,125 162,206 152,702

総資産 (百万円) 242,787 257,039 252,914

１株当たり四半期(当期)純利益 (円) 93.98 133.49 163.15

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 60.7 62.2 59.6

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 8,105 15,425 13,491

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △2,455 △6,852 △6,660

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △3,569 △5,766 △9,485

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(百万円) 42,062 40,313 36,999
 

 

回次
第88期
第３四半期
連結会計期間

第89期
第３四半期
連結会計期間

会計期間
自 2022年10月１日
至 2022年12月31日

自 2023年10月１日
至 2023年12月31日

１株当たり四半期純利益 (円) 34.19 25.93
 

　
(注) １  当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２　潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益については、潜在株式がないため記載しておりません。

 

２ 【事業の内容】

当第３四半期連結累計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)が営んでいる事業の内容について、

重要な変更はありません。

 また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、

投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生及び前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等の

リスク」についての重要な変更はありません。

なお、重要事象等は存在しておりません。

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものであります。

(1) 業績の状況

当社グループは、「豊かな発想と確かな品質で、人が活きる環境づくりを通して、社会に貢献する。」をミッ

ションとし、「人が活きる社会の実現」を目指しております。

当第３四半期連結累計期間の国内経済は、新型コロナウイルス感染症による行動制限の緩和、外国人観光客の増

加によるインバウンド需要の回復などにより、経済活動が正常化に向かう一方、ウクライナ・中東情勢を巡る地政

学的リスク、中国経済の先行き懸念、諸資材・部品の価格高騰、世界的な金融引き締めにともなう金利・為替変動

などにより、先行きは依然として不透明な状況が続いております。

このような状況のもと、顧客のニーズを的確に捉えたクオリティの高い製品とサービスを社会に提供すること

で、企業価値の向上に努めてまいりました。

この結果、当第３四半期連結累計期間の業績は、売上高210,221百万円（前年同四半期比6.4％増）、営業利益

13,191百万円（前年同四半期比64.3％増）、経常利益14,990百万円（前年同四半期比58.5％増）、親会社株主に帰

属する四半期純利益12,634百万円（前年同四半期比37.6％増）となりました。

 
セグメントごとの業績は次のとおりであります。

セグメントの名称

売上高(百万円) セグメント利益又は損失(△)(百万円)

前第３四半期
連結累計期間

当第３四半期
連結累計期間

増減
前第３四半期
連結累計期間

当第３四半期
連結累計期間

増減

オフィス環境事業 107,302 109,503 2,200 7,291 8,450 1,158

商環境事業 76,135 81,979 5,843 1,949 3,633 1,684

物流システム事業 9,734 13,772 4,037 △1,193 928 2,122

その他 4,359 4,966 607 △20 178 199

合計 197,531 210,221 12,689 8,027 13,191 5,164
 

 

(注) セグメント利益又は損失(△)の合計は、四半期連結損益計算書の営業利益と一致しております。
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オフィス環境事業

オフィス環境事業につきましては、新しい働き方に対応したオフィスの構築が、業種・規模を問わず多くの企業

にとって重要な経営課題となっており、全国でオフィスのリニューアル需要が活発に推移いたしました。このよう

な状況のもと、当社は、ハイブリッドワークとデジタル時代に対応した新しいワークスタイルの提案営業と、それ

を支える働き方の変化を捉えた新製品を拡充し需要の取り込みに努めました。一方で、諸資材・部品の価格高騰の

影響を受ける中、生産・物流コスト削減に努めるとともに、価格転嫁の浸透に努めてまいりました。これにより売

上高、利益ともに過去最高となりました。

この結果、当セグメントの売上高は、109,503百万円（前年同四半期比2.1％増）、セグメント利益は、8,450百

万円（前年同四半期比15.9％増）となりました。

 
商環境事業

商環境事業につきましては、食品を取り扱う業態間の競争や、インバウンド需要回復への期待を背景に、店舗改

装の需要が堅調に推移いたしました。このような状況のもと、店舗什器、冷凍冷蔵ショーケースをはじめとした幅

広い製品ラインナップに加え、店舗デザインや施工管理等を含む店舗づくりのトータルサポート体制を拡充し、当

社の総合力を活かした提案による需要の取り込みに努めました。一方で、諸資材・部品の価格高騰の影響を受ける

中、生産・物流コスト削減に努めるとともに、価格転嫁の浸透に努めてまいりました。これにより売上高、利益と

もに過去最高となりました。

この結果、当セグメントの売上高は、81,979百万円（前年同四半期比7.7％増）、セグメント利益は、3,633百万

円（前年同四半期比86.4％増）となりました。

 
物流システム事業

物流システム事業につきましては、省人・省力化ニーズを背景に、物流施設を中心に自動倉庫の需要は高水準で

推移しております。一方で、世界的なサプライチェーンの混乱による諸資材・部品の調達難及び価格高騰が継続し

ております。このような状況のもと、優位性のある製品の強みを最大限に活かした積極的な提案活動を展開し、受

注高は堅調に増加しており、当第３四半期連結累計期間において複数の大型物件の売上を計上いたしました。ま

た、生産・物流コストの削減や価格転嫁を進める等、収益の改善に努めてまいりました。これにより売上高は過去

最高となり、営業利益は大幅に増加いたしました。

この結果、当セグメントの売上高は、13,772百万円（前年同四半期41.5％増）、セグメント利益は、928百万円

（前年同四半期は1,193百万円のセグメント損失）となりました。

 
(2) 財政状態の分析

　当第３四半期連結会計期間末の財政状態は、次のとおりであります。

総資産は、前連結会計年度末から4,125百万円増加して257,039百万円となりました。流動資産は、現金及び預

金、商品及び製品の増加、売上債権及び契約資産の減少を主な要因として7,742百万円減少し、固定資産は、建物

及び構築物、土地、投資有価証券の増加を主な要因として11,867百万円増加いたしました。

負債は、仕入債務、未払法人税等の減少を主な要因として、前連結会計年度末から5,378百万円減少して94,833

百万円となりました。

純資産は、利益剰余金及びその他有価証券評価差額金の増加を主な要因として、前連結会計年度末から9,503百

万円増加して162,206百万円となりました。

この結果、自己資本比率は前連結会計年度末に比べ2.6ポイント増加して62.2％となりました。
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(3) キャッシュ・フローの状況の分析

当第３四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況は、次のとおりであります。

営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前四半期純利益18,716百万円、減価償却費4,786百万円及び

売上債権及び契約資産の減少額11,965百万円等による増加と、法人税等の支払額8,374百万円、仕入債務の減少額

5,066百万円及び投資有価証券売却益3,751百万円等による減少の結果、15,425百万円の資金増加（前年同四半期は

8,105百万円の増加）となりました。

投資活動によるキャッシュ・フローは、有形固定資産の取得11,336百万円及び無形固定資産の取得952百万円等

による減少と、投資有価証券の売却及び償還4,839百万円による増加の結果、6,852百万円の支出（前年同四半期は

2,455百万円の支出）となりました。

財務活動によるキャッシュ・フローは、配当金の支払額6,758百万円等による減少の結果、5,766百万円の支出

（前年同四半期は3,569百万円の支出）となりました。

これらの結果、当第３四半期連結累計期間末の現金及び現金同等物の残高は、前連結会計年度末から3,314百万

円増加（前年同四半期は2,814百万円の増加）し、40,313百万円となりました。

 
(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結累計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新た

に生じた課題はありません。

 
(5) 研究開発活動

当第３四半期連結累計期間の研究開発費の総額は,1,048百万円であります。

なお、当第３四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

 

３ 【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定及び締結等は行われておりません。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 400,000,000

計 400,000,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
第３四半期会計期間
末現在発行数(株)
(2023年12月31日)

提出日現在
発行数(株)

(2024年２月13日)

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 100,621,021 100,621,021
 東京証券取引所
プライム市場  

単元株式数は100株であ
ります。

計 100,621,021 100,621,021 ― ―
 

 
(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 

② 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

2023年12月31日 ― 100,621,021 ― 18,670 ― 16,759
 

 
(5) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(6) 【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日（2023年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしております。

① 【発行済株式】

2023年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)

(自己保有株式)
普通株式 ― ―

5,783,600

(相互保有株式)
普通株式 ― ―

457,200

完全議決権株式(その他) 普通株式 943,019 ―
94,301,900

単元未満株式 普通株式 ― ―
78,321

発行済株式総数 100,621,021 ― ―

総株主の議決権 ― 943,019 ―
 

　
(注)　「単元未満株式」欄の普通株式には、株式会社清和ビジネスの相互保有株式79株(持株会名義分を含む)、株式

会社朝日相扶製作所の相互保有株式61株(持株会名義分を含む)、株式会社ユーテックの相互保有株式１株(持株

会名義分を含む)及び当社所有の自己株式２株が含まれております。
 

② 【自己株式等】

2023年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式総数
に対する所有
株式数の割合(％)

(自己保有株式)      

株式会社オカムラ
横浜市西区北幸二丁目７番
18号

5,783,600 ― 5,783,600 5.7

(相互保有株式)      

株式会社清和ビジネス
東京都中央区日本橋室町
四丁目３番18号

158,300 175,700 334,000 0.3

株式会社朝日相扶製作所
山形県西村山郡朝日町
大字宮宿600番地15

92,000 2,700 94,700 0.1

株式会社ユーテック
東京都千代田区五番町
14番地１

― 28,500 28,500 0.0

合計 ― 6,033,900 206,900 6,240,800 6.2
 

(注) １ 株式会社清和ビジネスは、当社の取引会社で構成される持株会(オカムラディーラー共栄会　神奈川県横

浜市西区北幸一丁目４番１号)に加入しており、同持株会名義で当社株式175,769株を保有しております。

２ 株式会社朝日相扶製作所は、当社の取引会社で構成される持株会(オカムラ協力会持株会　神奈川県横浜

市西区北幸一丁目４番１号)に加入しており、同持株会名義で当社株式2,761株を所有しております。

３ 株式会社ユーテックは、当社の取引会社で構成される持株会(オカムラ協力会持株会　神奈川県横浜市西

区北幸一丁目４番１号)に加入しており、同持株会名義で当社株式28,501株を所有しております。
 

２ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期累計期間において、役員の異動はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１  四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（2007年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

なお、四半期連結財務諸表規則第５条の２第３項により、四半期連結キャッシュ・フロー計算書を作成しておりま

す。

 

２  監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（2023年10月１日から2023年

12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（2023年４月１日から2023年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸表

について、有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

(1)【四半期連結貸借対照表】

           (単位：百万円)

          
前連結会計年度
(2023年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2023年12月31日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 38,534 41,015

  受取手形、売掛金及び契約資産 73,571 ※1  61,606

  有価証券 491 -

  商品及び製品 9,974 11,571

  仕掛品 5,298 5,413

  原材料及び貯蔵品 5,892 6,560

  その他 3,838 3,710

  貸倒引当金 △157 △176

  流動資産合計 137,443 129,701

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物及び構築物（純額） 14,713 23,382

   土地 27,823 30,381

   その他（純額） 23,812 20,303

   有形固定資産合計 66,349 74,067

  無形固定資産   

   のれん 2,161 2,658

   その他 3,052 3,211

   無形固定資産合計 5,213 5,870

  投資その他の資産   

   投資有価証券 36,975 40,410

   その他 6,958 7,023

   貸倒引当金 △26 △33

   投資その他の資産合計 43,907 47,401

  固定資産合計 115,470 127,338

 資産合計 252,914 257,039
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           (単位：百万円)

          
前連結会計年度
(2023年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2023年12月31日)

負債の部   

 流動負債   

  支払手形及び買掛金 28,906 ※1  21,857

  電子記録債務 11,603 ※1  13,735

  短期借入金 6,314 7,932

  1年内返済予定の長期借入金 1,194 3

  1年内償還予定の社債 - 5,000

  未払法人税等 4,909 2,102

  賞与引当金 4,246 3,011

  その他 9,293 9,040

  流動負債合計 66,470 62,682

 固定負債   

  社債 10,000 5,000

  長期借入金 3,650 4,670

  退職給付に係る負債 15,169 16,102

  その他 4,921 6,377

  固定負債合計 33,741 32,150

 負債合計 100,211 94,833

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 18,670 18,670

  資本剰余金 16,770 16,770

  利益剰余金 112,162 117,589

  自己株式 △7,711 △7,717

  株主資本合計 139,891 145,312

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 10,135 12,526

  為替換算調整勘定 563 1,936

  退職給付に係る調整累計額 165 147

  その他の包括利益累計額合計 10,864 14,610

 非支配株主持分 1,946 2,283

 純資産合計 152,702 162,206

負債純資産合計 252,914 257,039
 

EDINET提出書類

株式会社オカムラ(E02369)

四半期報告書

10/20



(2)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

           (単位：百万円)

          前第３四半期連結累計期間
(自 2022年４月１日
　至 2022年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 2023年４月１日
　至 2023年12月31日)

売上高 197,531 210,221

売上原価 136,441 141,966

売上総利益 61,090 68,254

販売費及び一般管理費   

 荷造運搬費 7,243 7,265

 給料及び手当 19,247 19,623

 賞与引当金繰入額 1,578 2,181

 賃借料 6,735 6,438

 その他 18,258 19,553

 販売費及び一般管理費合計 53,063 55,062

営業利益 8,027 13,191

営業外収益   

 受取利息 21 32

 受取配当金 872 906

 持分法による投資利益 436 363

 為替差益 281 2

 その他 444 774

 営業外収益合計 2,055 2,078

営業外費用   

 支払利息 123 107

 固定資産除売却損 357 83

 その他 140 88

 営業外費用合計 622 279

経常利益 9,460 14,990

特別利益   

 投資有価証券売却益 4,517 3,771

 受取保険金 ※1  202 -

 特別利益合計 4,720 3,771

特別損失   

 減損損失 30 25

 投資有価証券売却損 139 19

 投資有価証券評価損 1 -

 災害による損失 ※2  181 -

 特別損失合計 352 44

税金等調整前四半期純利益 13,828 18,716

法人税、住民税及び事業税 3,838 5,414

法人税等調整額 657 504

法人税等合計 4,495 5,919

四半期純利益 9,332 12,797

非支配株主に帰属する四半期純利益 148 162

親会社株主に帰属する四半期純利益 9,184 12,634
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

           (単位：百万円)

          前第３四半期連結累計期間
(自 2022年４月１日
　至 2022年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 2023年４月１日
　至 2023年12月31日)

四半期純利益 9,332 12,797

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 △1,286 2,303

 為替換算調整勘定 892 1,425

 退職給付に係る調整額 86 △17

 持分法適用会社に対する持分相当額 107 194

 その他の包括利益合計 △200 3,906

四半期包括利益 9,132 16,703

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 8,795 16,380

 非支配株主に係る四半期包括利益 336 323
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

           (単位：百万円)

          前第３四半期連結累計期間
(自 2022年４月１日
　至 2022年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 2023年４月１日
　至 2023年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

 税金等調整前四半期純利益 13,828 18,716

 減価償却費 4,623 4,786

 減損損失 30 25

 災害による損失 181 -

 受取保険金 △202 -

 固定資産除売却損益（△は益） 354 80

 持分法による投資損益（△は益） △436 △363

 貸倒引当金の増減額（△は減少） 50 26

 賞与引当金の増減額（△は減少） △2,112 △1,234

 退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 1,060 907

 受取利息及び受取配当金 △893 △938

 支払利息 123 107

 投資有価証券売却損益（△は益） △4,378 △3,751

 投資有価証券評価損益（△は益） 1 -

 売上債権及び契約資産の増減額（△は増加） 10,307 11,965

 棚卸資産の増減額（△は増加） △3,264 △2,381

 仕入債務の増減額（△は減少） △5,259 △5,066

 未払消費税等の増減額（△は減少） △76 △637

 その他 1,629 621

 小計 15,569 22,861

 利息及び配当金の受取額 935 1,051

 利息の支払額 △123 △113

 災害による損失の支払額 △657 -

 保険金の受取額 202 -

 法人税等の支払額 △7,821 △8,374

 営業活動によるキャッシュ・フロー 8,105 15,425

投資活動によるキャッシュ・フロー   

 定期預金の預入による支出 △1,145 △839

 定期預金の払戻による収入 1,067 1,770

 有形固定資産の取得による支出 △8,166 △11,336

 有形固定資産の売却による収入 179 61

 無形固定資産の取得による支出 △644 △952

 投資有価証券の取得による支出 △1,056 △771

 投資有価証券の売却及び償還による収入 7,289 4,839

 その他 20 375

 投資活動によるキャッシュ・フロー △2,455 △6,852

財務活動によるキャッシュ・フロー   

 短期借入金の純増減額（△は減少） 1,471 1,559

 長期借入れによる収入 300 1,020

 長期借入金の返済による支出 △903 △1,191

 社債の発行による収入 5,000 -

 社債の償還による支出 △5,000 -

 自己株式の取得による支出 △0 △1

 配当金の支払額 △3,870 △6,758

 非支配株主からの払込みによる収入 5 33

 その他 △573 △427

 財務活動によるキャッシュ・フロー △3,569 △5,766

現金及び現金同等物に係る換算差額 734 507

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 2,814 3,314

現金及び現金同等物の期首残高 39,186 36,999
連結子会社と非連結子会社との合併による現金及び
現金同等物の増加額

61 -

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1  42,062 ※1  40,313
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【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

※１ 四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、満期日に決済が行われたものとして処理しておりま

す。

なお、当第３四半期連結会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期連結会計期間末日満期手形等

を満期日に決済が行われたものとして処理しております。

 

 
前連結会計年度
(2023年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2023年12月31日)

受取手形 － 972百万円

支払手形 － 922百万円

電子記録債務 － 3,686百万円
 

 
(四半期連結損益計算書関係)

※１　受取保険金

2021年10月25日に当社中井工場（神奈川県足柄上郡中井町）において発生した火災事故に対する保険金でありま

す。

※２　災害による損失

2021年10月25日に当社中井工場において発生した火災事故による損失額であり、固定資産の復旧に係る費用を計

上しております。

 
(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

※１ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 

 
前第３四半期連結累計期間
(自 2022年４月１日
至 2022年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 2023年４月１日
至 2023年12月31日)

現金及び預金勘定 42,928百万円 41,015百万円

預入期間が３ヶ月を超える
定期預金

△866 △701

現金及び現金同等物 42,062百万円 40,313百万円
 

 
(株主資本等関係)

前第３四半期連結累計期間(自 2022年４月１日 至 2022年12月31日)

１ 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2022年６月29日
定時株主総会

普通株式 1,958 20.00 2022年３月31日 2022年６月30日 利益剰余金

2022年10月19日
取締役会

普通株式 2,154 22.00 2022年９月30日 2022年12月９日 利益剰余金
 

 
２ 基準日が当連結会計年度の開始の日から当四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、配当の効力発生日

が当四半期連結会計期間の末日後となるもの

該当事項はありません。

 
当第３四半期連結累計期間(自 2023年４月１日 至 2023年12月31日)

１ 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2023年６月27日
定時株主総会

普通株式 3,129 33.00 2023年３月31日 2023年６月28日 利益剰余金

2023年11月２日
取締役会

普通株式 4,078 43.00 2023年９月30日 2023年12月８日 利益剰余金
 

 
２ 基準日が当連結会計年度の開始の日から当四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、配当の効力発生日

が当四半期連結会計期間の末日後となるもの

該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

 前第３四半期連結累計期間(自 2022年４月１日 至 2022年12月31日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

     (単位：百万円)

 

報告セグメント
その他
（注１)

合計 調整額

四半期連結
損益計算書
計上額
(注２）

オフィス
環境事業

商環境
事業

物流
システム
事業

計

売上高         

外部顧客への売上高 107,302 76,135 9,734 193,172 4,359 197,531 ― 197,531

セグメント間の内部売
上高又は振替高

― ― ― ― ― ― ― ―

計 107,302 76,135 9,734 193,172 4,359 197,531 ― 197,531

セグメント利益
又は損失(△)

7,291 1,949 △1,193 8,047 △20 8,027 ― 8,027
 

 

(注) １ 「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、パワートレーン事業等を含んで

おります。

２ セグメント利益又は損失(△)の合計は、四半期連結損益計算書の営業利益と一致しております。
 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報

（固定資産に係る重要な減損損失）

「オフィス環境事業」「商環境事業」及び「物流システム事業」セグメントにおいて、固定資産の減損損失

を計上しております。なお、当該減損損失の計上額は、当第３四半期連結累計期間においては30百万円であり

ます。

 
　当第３四半期連結累計期間(自 2023年４月１日 至 2023年12月31日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

     (単位：百万円)

 

報告セグメント
その他
（注１)

合計 調整額

四半期連結
損益計算書
計上額
(注２）

オフィス
環境事業

商環境
事業

物流
システム
事業

計

売上高         

外部顧客への売上高 109,503 81,979 13,772 205,254 4,966 210,221 ― 210,221

セグメント間の内部売
上高又は振替高

― ― ― ― ― ― ― ―

計 109,503 81,979 13,772 205,254 4,966 210,221 ― 210,221

セグメント利益 8,450 3,633 928 13,012 178 13,191 ― 13,191
 

 

(注) １ 「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、パワートレーン事業等を含んで

おります。

２ セグメント利益の合計は、四半期連結損益計算書の営業利益と一致しております。
 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報

（固定資産に係る重要な減損損失）

「オフィス環境事業」「商環境事業」及び「物流システム事業」セグメントにおいて、固定資産の減損損失

を計上しております。なお、当該減損損失の計上額は、当第３四半期連結累計期間においては25百万円であり

ます。
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(収益認識関係)

顧客との契約から生じる収益を分解した情報
 

前第３四半期連結累計期間（自　2022年４月１日　至　2022年12月31日）

     (単位：百万円)

 

報告セグメント

その他
（注)

合計オフィス
環境事業

商環境
事業

物流
システム
事業

計

一時点で移転される財及び
サービス

98,569 73,310 3,499 175,379 4,071 179,451

一定の期間にわたり移転さ
れる財及びサービス

8,525 2,825 6,235 17,587 ― 17,587

顧客との契約から生じる収益 107,095 76,135 9,734 192,966 4,071 197,038

その他の収益 206 ― ― 206 287 493

外部顧客への売上高 107,302 76,135 9,734 193,172 4,359 197,531
 

（注）「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、パワートレーン事業等を含んで

おります。

 
当第３四半期連結累計期間（自　2023年４月１日　至　2023年12月31日）

     (単位：百万円)

 

報告セグメント

その他
（注)

合計オフィス
環境事業

商環境
事業

物流
システム
事業

計

一時点で移転される財及び
サービス

103,430 76,894 4,504 184,829 4,663 189,493

一定の期間にわたり移転さ
れる財及びサービス

5,874 5,085 9,267 20,226 ― 20,226

顧客との契約から生じる収益 109,304 81,979 13,772 205,056 4,663 209,719

その他の収益 198 ― ― 198 302 501

外部顧客への売上高 109,503 81,979 13,772 205,254 4,966 210,221
 

（注）「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、パワートレーン事業等を含んで

おります。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎

項目
前第３四半期連結累計期間
(自 2022年４月１日
至 2022年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 2023年４月１日
至 2023年12月31日)

１株当たり四半期純利益(円) 93.98 133.49

(算定上の基礎)   

親会社株主に帰属する四半期純利益(百万円) 9,184 12,634

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

普通株式に係る親会社株主に帰属する
四半期純利益(百万円)

9,184 12,634

普通株式の期中平均株式数(千株) 97,735 94,647
 

　
(注) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式がないため記載しておりません。

 

(重要な後発事象)

該当事項はありません。

 
２ 【その他】

第89期（2023年４月１日から2024年３月31日まで）中間配当については、2023年11月２日開催の取締役会におい

て、2023年９月30日の最終の株主名簿に記載又は記録された株主又は登録株式質権者に対し、次のとおり中間配当を

行うことを決議いたしました。

①  配当金の総額 4,078百万円

②  １株当たりの金額 43円00銭

③  支払請求権の効力発生日及び支払開始日 2023年12月８日
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

2024年２月13日

株式会社オカムラ

取締役会  御中

有 限 責 任   あ ず さ 監 査 法 人 

　横浜事務所
 

 

指定有限責任社員
 公認会計士 會 田　大 央  

業務執行社員
 

 

指定有限責任社員
 公認会計士 関 口　男 也  

業務執行社員
 

 

監査人の結論

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社オカム

ラの2023年４月１日から2024年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（2023年10月１日から2023年12

月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（2023年４月１日から2023年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸表、す

なわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・フロー

計算書及び注記について四半期レビューを行った。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社オカムラ及び連結子会社の2023年12月31日現在の財政状

態並びに同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示してい

ないと信じさせる事項が全ての重要な点において認められなかった。

 
監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責

任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立

しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠

を入手したと判断している。

 
四半期連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を作成することが

適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に基づいて

継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにあ

る。

 
四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から四半

期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を通

じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レ

ビュー手続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して

実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認

められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥

当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められな

いかどうか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レビュー報告書
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において四半期連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期連結財務諸表の

注記事項が適切でない場合は、四半期連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められて

いる。監査人の結論は、四半期レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、

企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作

成基準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた四半期連結

財務諸表の表示、構成及び内容、並びに四半期連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと

信じさせる事項が認められないかどうかを評価する。

・　四半期連結財務諸表に対する結論を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監

査人は、四半期連結財務諸表の四半期レビューに関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で

監査人の結論に対して責任を負う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重要

な発見事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、

並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている

場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を

行う。

 
利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以 上

 

（注）１．上記の四半期レビュー報告書の原本は当社（四半期報告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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